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居住誘導促進事業

18

・住宅の除却
既存建造物活用

（誘導施設を除く）
住宅の除却 移転費用支援

・リノベーションによるコミュ
ニティハブ化

・移転者の移転費用助成
・住宅建設・購⼊等に伴う資⾦を
借⼊れた場合の利⼦分助成

コーディネート
・対象地域の適正化にむけたコー
ディネート活動

広場・緑地等の整備
元地の⼟地や既存ストックの適正管理 住宅移転支援

・除却跡地の整地
・隣接する区域における
安全対策等

整地
・除却跡地を広場として
整備

（用地費含む）

②市街化区域から市街化調整区域編⼊を⾏った区域に限る

居住誘導促進事業 国費率︓５０％

・都市再生整備計画に居住誘導方針を位置付け
・防災指針に災害リスクを踏まえた居住⼈⼝等、定量的な⽬標設定を⾏っていること⼜は確実に⾏う⾒込み

居住誘導区域
移転希望者の
住居の移転
最⼩⼾数制限なし

※※都市計画区域外を含む

（元地は居住の用に供しないこと）

※区域区分が定められていない都計区域の用途地域を含む

①居住誘導区域面積が市街化区域等※の面積の１／２以下の市町村における、
居住誘導区域外※※の区域

または
②市街化区域から市街化調整区域編⼊を⾏った区域

支援対象となる移転希望者は
居住誘導方針で定めることができる

都市構造再編集中支援事業 ○

都市再生整備計画 ×

まちなかウォーカブル推進事業 ×

・居住誘導区域外等から同一市町村内の居住誘導区域へ移転する者に対して補助する事業に要する費用等を支援
・都市再生整備計画の区域に関わらず実施可能。

R4創設
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